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研究成果の概要（和文）：本研究では、以下の課題を統計学的に検証した。（1）各国の技術特

化パターンは類似しているのか、あるいは異なるのか。（2）技術特化パターンは未だにランダ

ムなのかそれとも累積的なのか。（3）経済規模が技術活動に及ぼす影響はどのようなものなの

か。実証分析の結果、上記（1）、（2）に関しては、経済発展の程度や経済規模に応じて特化パ

ターンにばらつきがあるものの、多くの東アジア経済についてランダムなパターンから累積的

かつ漸進的な特化パターンへの移行してきたことが確認された。（3）に関しては、特許数の増

加を技術バラエティの増加と技術クラス当たり特許数の増加に分解してそれぞれの貢献度を定

量的に明らかにした結果、GDP、人口等の経済規模を説明変数として用いた場合、追加的特許

登録数の約 6 割近くが技術バラエティの増加によるもの、残りが技術クラス当たり特許数によ

る貢献であることが確認された。 
 
 
研究成果の概要（英文）：This study statistically investigates the following questions using 
patent data. (1)Are technological specialization patterns analogous, or do they differ? 
(2)Are the technological specialization patterns path dependent or cumulative reflecting 
prior learning or technological accumulation, or alternatively, are the stuck in random 
patterns? （ 3）What is the relationship between the countries’ economic size and 
technological variety. Empirical results confirm that many of the East Asian economies 
moved from random patterns of technological specialization to patterns of specialization 
which are cumulative and incremental, and that this was accompanied by a decrease in the 
degree of technological specialization. Regarding technological variety, I find that 
technological variety accounts for about 60% of additionally granted patent when using 
GDP, population or per capita GDP as an independent variable. 
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１．研究開始当初の背景 
（1）従来、特許データを用いた技術特化あ
るいは集中度に関する分析は、欧米を中心に
研究が進められてきており、東アジアに関す
る研究蓄積はこれまで非常に限られていた。
欧米先進国と東アジアの双方を分析対象と
し、統一的なデータ、手法を用いてそこから
国際的な技術特化パターンやイノベーショ
ン・システムの違い、技術特化パターンの動
態的変化に関する法則性・規則性について考
察してきた研究は皆無といえる。本研究では、
筆者のこれまでの研究成果（平成 19～21 年
度の筆者の研究、基盤 C）を援用・拡張する
ことにより上記の課題に挑戦した。 
 
（2）技術特化と経済規模、技術規模の関係
についてはこれまで多くの研究がおこなわ
れてきた（例えば、Aruchibui and Pianta, 
1992ab; Laursen, 2000; Mancusi, 2001; 
Cantwell and Vertova, 2004; 宮 城 , 
2008,2009）。これらの研究より明らかになっ
たことは、規模に関する指標は GDP、人口、
R&D 支出、特許数等、論者によって異なる
ものの、①経済大国（あるいは先進国）の技
術活動は広範囲の領域にまたがっているが、
小国（あるいは途上国）のそれは狭い領域に
集中しているということ、②経済大国の特化
パターンはかなりの程度持続的ということ
である。以上の結果は、経済規模の拡大は当
該国の技術領域を拡大させながら（技術の多
様化）、当該国の技術特化パターンが持続す
ることを意味する。つまり、規模の拡大は①
技術活動の領域を拡大させる一方で、②技術
活動の集約度をも高めるという 2つの効果を
有することになる。それにもかかわらず、規
模と技術特化の関係を分析する際、Mangani
（2007）を除き、既存研究ではこれらの効果
が十分、考慮されてこなかった。以上より、
本研究では、OECD 加盟国や東アジア諸国等
合わせて 45 か国・地域の特許データを用い
て、経済規模が技術活動に及ぼす影響を「技
術バラエティ」と「技術集約度」の 2 つの効
果に分解、定量化することにより規模と技術
特化との関係を明らかにした。 
 
２．研究の目的 
（1）1国の技術特化パターンに関して以下の
命題が存在する。①技術変化の大部分は累積
的あるいは経路依存的プロセスであり、技術
特化のパターンは一定期間、安定的である。
②技術変化は漸進的なプロセスであり、イノ
ベーションの産業構成は長期的にはシフト

するかもしれない。以上の命題については、
主に欧米先進諸国を対象に検証が進められ
て き た （ Pavitt 1988, Cantwell 1989, 
Archibugi and Pianta 1992）。本稿では米国
特許商標庁（USPTO）の特許データを用い
てこれを検証する。 
（2）各国の技術特化・集中度のパターンを、
特許データを用いて統計学的に検証するこ
と。技術特化と経済規模、技術規模について
定量的に明らかにする。 
 
３．研究の方法 
（1）米国特許商標庁（US Patent and Trade
mark Office: USPTO）のサイトには各国の技
術カテゴリー別の特許取得数、各技術カテゴ
リーの国別特許数の推移、各国の特許取得主
体（個人、企業、公的研究機関、外資、その
他から成る）、各技術カテゴリーの説明等々、
膨大な量のデータが蓄積されている。ただし、
データそのものが分類されているわけでは
ないため分析目的に合わせてデータを加
工・修正する必要がある。本研究では、まず
分析対象国に関するデータベースを作成し、
細分類されている米国特許商標庁の技術カ
テゴリーを国ごと、年ごとに36セクターに、
次いで６セクターに集計することにより、分
析を行う上での基礎となるデータベースを
構築した。分析期間は、1963年から2005年ま
での43年間の登録データをそれぞれ約10か
年ごとに4つの期間（1963-74, 1975-1984, 1
985-1994, 1995-2005）に分割する。なお、
年ごとのデータの変動を避けるため各分析
期間は約10年のスパンをとっている。分析方
法については、技術特化パターンの異時点間
の変化を分析するために、Galtonian regres
sion modelという手法を用いる。これは、2
変数の分布を分析するために考案されたも
のであり、最初にHart and Prais（1956）の
企業の規模分布、Hart（1976）の所得分布に
関する研究で用いられてきた。技術特化指数
分布の2時点間の変化については、欧米先進
諸国を中心にCantwell（1989）により初めて
適用され、その後、OECD諸国に対してArchib
ugi and Pianta（1992）、Dalum, Laursen a
nd Villumsen（1998）、Laursen（2000）が
同様な分析を行っている。 
 
（2）経済規模と技術規模との間には正の相
関があると考えられるが、両者の間を介在し
ているのが技術バラエティ（EM: extensive 
margin）と技術集約度（IM: intensive marg
in）である（Mangani, 2007）。すなわち、



経済大国は小国に比べて、通常、技術的によ
り広範囲の領域で活動する（EMの拡大）と同
時に各領域内での活動はより活発となる傾
向にある（IMの増加）。その結果、その国の
技術規模も大きくなると考えられる。なお、
技術バラエティ（EM）と技術セクター間特許
数の変動（ばらつき）程度の間には逆の関係
がある。すなわち、技術バラエティの増加と
共に特許数の部門間ばらつきの程度は概ね
低下する。 

本研究では、集中度や技術バラエティの貢
献等については、Mangani（2007）を参考に、
1国の経済規模、人口規模、一人当たりGDPが
当該国の特許数、技術バラエティ（EM）、技
術集約度（IM）に及ぼす影響を統計的に検証
した。2005年に米国特許商標庁（USPTO）登
録されたOECD加盟国、東アジア経済等45カ国
の400以上の技術領域に分類された特許デー
タを36の技術クラスに統合したものを用い
た。各国に関して、まずEMとIMを作成し、次
に特許が申請され登録されるまでに数年間
のタイムラグがあるため、ここでは2003年の
GDP、人口、一人当たりGDP（PPP）、2005年
の全特許数、EM、IMを対数変換した数値を用
いた（対数変換したGDP、人口、一人当たりG
DPをそれぞれYA、N、YB/Nとする）。GDPと人
口は規模変数、一人当たりGDP（PPP）は経済
発展の変数である。推定にあたっては、OLS
を用いたクロス・セクション分析を行う。GD
P、人口、一人当たりGDPの変化が全特許数の
変化に及ぼす効果を技術バラエティ（EM）と
技術集約度（IM）に分解し、各々の貢献度を
測るために定数項を持たない形で推定した。 

 
４．研究成果 
（1）本稿では、技術特化パターンに関する 3
つの命題に関して、東アジア 10 カ国・地域
を対象に特許データを用いて統計学的に検
証してきた。本研究で得られた結論は以下の
通りである。 

①東アジア経済間の技術特化パターンは、
これまでの技術蓄積を反映して多くの国・地
域間で異なるパターンを示している。特に日
本と他国・地域間の特化パターンの分岐は大
きく、両者の間に補完的な特化パターンが存
在することを示唆する。また小国や発展レベ
ルが低い場合に特化の程度が高い傾向がみ
られた。 

②東アジアの技術特化パターンは、少なく
とも最終期間（1985－94 年と 1995－2005
年）までには、10 か国中 8 カ国でランダムな
パターンから技術蓄積を反映した累積的・漸
進的パターンへ移行した。一方、日本では
1975－84 年以降、それまでの累積的・漸進
的なパターンから累積的かつ経路依存的な
技術特化パターンへ移行した。フィリピンの
みは全期間でランダムな技術特化パターン

を維持している。 
③技術特化の程度の変化については、米国

における特許の絶対数拡大と平行してほと
んどの国・地域で広範囲の特化（σ非特化）
がみられた。しかし、アジア NIEs では 1975
－84年と1995－2005年の分析期間に対して
1985－94 年と 1995－2005 年の分析期間に
おいて回帰効果、モビリティ効果の低下と並
行した特化程度の上昇がみられたことより、
特化パターンの累積性が増す一方で漸進的
変化が弱まったことがわかる。なお日本に関
しては、経路依存的な技術特化パターンを反
映して 1975－84 年以降、技術特化の程度は
1 に、回帰効果、モビリティ効果はゼロにほ
ぼ等しくなっている。 

東アジアにおける技術特化の程度は、多く
の国・地域で低下しているが、これは東アジ
ア地域の米国における特許数の拡大が広範
囲に及んでいる事実を反映している。一方、
Cantwell（1991）、Archibugi and Pianta
（1992）では逆に、欧米先進諸国の多くで特
化程度の上昇がみられた。これは、技術蓄積
の違いを反映したものと考えられる。すなわ
ち、経済発展と平行した技術蓄積の拡大は、
最初、広範囲での特許絶対数を拡大させるが、
その後は特化部門の特許数が相対的に拡大
する可能性がある。あるいは、本研究では特
化の指標として RSTA を用いており、それが
RTA を用いた Cantwell（1991）、Archibugi 
and Pianta（1992）との推定結果の違いをも
たらした可能性がある。事実、RSTA を用い
て OECD 諸国を分析した Laursen（2000）
では本研究に近い結果が得られている。 
 
（2）OECD 加盟国や東アジア諸国等合わせ
て 45 か国・地域の特許データを用いて、経
済規模が技術活動に及ぼす影響を「技術バラ
エティ」と「技術集約度」の 2 つの効果に分
解、定量化することにより規模と技術特化と
の関係を明らかにした。 

①クロス・セクション分析の結果、GDP、
人口、一人当たり GDP がより大きな経済は、
より多くの特許登録を行うこと、中でも人口
に関する特許弾力性の値は 1.394 と最も高く、
次いで GDP が 0.970、一人当たり GDP の弾
力性が 0.535 と最も低いことが明らかとなっ
た。すなわち、経済・人口規模の拡大、一人
当たり所得の上昇は特許数の増加を促すこ
とになる。なお、Cantwell and Vertova
（2004）において人口と特許の間の関係は弱
いことが確認されている。さらに同様な分析
を行った Mangani（2007）では人口増の特
許数増加に関する推定値は 0.35 となってお
り、GDP、一人当たり GDP による値（それ
ぞれ 1.13、2.69）と比べて最も小さかった。
一方、本研究の推定結果では人口増の特許弾
力性の値は 1.394 と最も大きくなっている。



これは Cantwell and Vertova（2004）の研
究が 8つの富裕国のみを対象にしていること、
Mangani（2007）の研究では統計的に利用可
能な全ての国、92 か国を対象としているのに
対し本研究では 45 の OECD 加盟国、東アジ
ア諸国・地域等を対象としていることが影響
しているかもしれない。さらに、Mangani
（2007）では EPO（European Patent Office）
の申請特許を利用しているが、本研究では
USPTO の登録特許を用いている点も異なる。 

②EM の効果に関しては以下の通りであ
った。本研究の EM の推定値は全てプラスか
つ 1％水準で有意となっており、経済規模、
人口規模の拡大、一人当たり GDP の上昇は
全て技術バラエティを増加させることがわ
かる。さらに経済規模、人口規模の拡大、一
人当たり GDP の上昇による特許数増加のう
ち EM の貢献は 56％～58％となっている。
Archibugi and Pianta（1992a）、Cantwell 
and Vertova（2004）が指摘したように、経
済大国は多くの部門に技術活動を拡大する
ことが本研究でも確認された。一方、一人当
たり GDP の増加が技術バラエティ（EM）を
上昇させることは、技術特化と一人当たり
GDP が負の関係を有することを意味してい
る。これは、Pianta and Meliciani（1996）、
Mangani（2007）と同様な結果である。 

③最後に、IM の推定値は全てプラスかつ
1％水準で有意となっており、経済規模、人
口規模の拡大、一人当たり GDP の上昇は全
て技術クラス当たり平均特許数（技術集約
度）を増加させることがわかる。全特許数の
増加に占める IM の貢献度は経済規模の場合
44％、人口規模で 43％、一人当たり GDP で
42％となっている。特許数増加のうち 4 割強
は各技術クラスにおける技術集約度の高ま
りで説明できることになる。 

以上より、本研究で明らかになったことは
以下のとおりである。まず第 1 に、クロス・
セクション分析の結果、経済規模、人口規模、
一人当たり GDP の増加は、特許の増加をも
たらすことが確認された。本研究では、この
特許数の増加を技術バラエティの増加（EM）
のよる部分と技術クラス当たり特許数の増
加（IM）の部分に分解してそれぞれの貢献度
を定量的に明らかにすることを試みた。第 2
に、特許数の増加のうち技術バラエティ
（EM）による貢献は、GDP を説明変数とし
て用いた場合に 56％、人口を用いた場合に
57％、一人当たり GDP では 58％であった。
つまり、追加的特許登録数の 6 割近くが技術
バラエティの増加によるものである。これは、
多くの資源を有する大国（GDP や人口）、先
進国（一人当たり GDP）では、多くの技術
領域に投資を拡大し多様化させたとしても、
それらの技術領域で規模の経済を通じて最
少効率規模を達成できる可能性を示唆する。

あるいは、大きな国際市場を有する場合、需
要効果を通じて多くの部門で製品差別化の
ためのイノベーション努力が R&D 投資の多
様化により誘発されるかもれない。以上は、
全て技術バラエティの拡大をもたらすであ
ろう。一方、経済規模、人口規模において小
国や一人当たり GDP の低い途上国では、資
源面や規模の経済の達成等多くの制約に直
面するため、その革新努力は限定された比較
優位分野で行われるかもしれない。これは、
小国や途上国が活動する技術領域を狭める
であろう。第 3 に、特許数の増加のうち技術
クラス当たり特許数（IM）による貢献は、
GDP を説明変数として用いた場合に 44％、
人口を用いた場合に 43％、一人当たり GDP
では 42％であった。以上より、規模の増加、
一人当たり GDP の上昇による特許数の増加
の 6 割近くは技術バラエティで説明され、残
り 4割強が技術集約度の上昇によるものであ
ることが明らかとなった。なお、本研究で推
定された係数の値は Mangani（2007）と大
きく異なるが、EM、IM の貢献度は比較的近
いものとなっている。特に一人当たり GDP
による特許数増加について EM、IM それぞ
れの貢献度は完全に一致している点が注目
される。 

最後に本研究の限界について述べておく。
表 1 において 45 カ国・地域のサンプルを用
いて考察を行なってきたが、今後はサンプル
数を拡大し、サブサンプルを用いて様々なグ
ループについて同様な結果が得られるか検
証する必要がある（例えば、富裕国のケース
や最貧国のケース）。また今回、2005 年のみ
の分析であったが、推定結果の頑健性を確か
める上でも、複数年を用いた場合、同様な結
果が得られるかどうか検証する必要がある。 
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